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住友の事業精神
「住友の事業精神」とは、住友家初代の住友政友（1585年～1652年）が遺した商いの心得『文殊院旨意書』を源とし、その後長年にわたって

深化・発展を遂げてきたもので、1891（明治24）年に家法の中の「営業の要旨」としてまとめられ、1928（昭和3）年に制定された住友社則に

以下の２条が残されました。

もんじゅいん し い がき

「信用を重んじ確実を旨とし」とは、お客様の信頼や社会の信頼に応えることを最も大切にするということです。

「浮利に趨り軽進すべからず」とは、目先の利益にとらわれたり、安易な利益を追求せず、本来の事業運営によって着実に利益を得ていくとい

うことです。

はし

営業の要旨（昭和3年制定 住友社則）

住友の事業精神

第一条
我住友の営業は信用を重んじ確実を旨とし

以て其の鞏固隆盛を期すべし。

第二条
我住友の営業は時勢の変遷理財の得失を計り

弛張興廃することあるべしと雖も苟も浮利に趨り軽進すべからず。

きょうこ

しちょう いえど いやしく はし

住友精密グループの企業理念
住友精密グループは、住友の事業精神のもと、次の企業理念に基づき事業活動を進めてまいります。 

そして永続的な事業発展と企業価値の拡大を目指し、様々なステークホルダーの皆様に対する責任を確実に果たしてまいります。

私たちは、独創的な未来技術で発展し続け、豊かな明日を拓きます。

❶ 法令等を遵守し、高い倫理観に基づき事業活動を行います。

❷ お客様の満足とニーズを第一とし、魅力ある存在をめざします。

❸ 時代の風を感じとり、世界に目を向け変化に挑戦します。

❹ 人を大切にし、多様な個性の実現と調和をはかります。

❺ 社会に心をひらき、環境、地域との調和、共存に努めます。

「私たちの企業理念『光かがやくその未来』」
ゆくて

当社ウェブサイトのご紹介

住友精密グループを総合的にご理解いただくために、

当社ウェブサイトもご活用ください。

当社の事業案内、会社概要などについて

総合的に開示しています。

https://www.spp.co.jp
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住友の事業精神・企業理念

住友の事業精神、住友精密グループの企業理念

住友精密工業とは

価値創造の歩み

事業構成／事業プロフィール

価値創造プロセス

財務・非財務ハイライト

トップメッセージ

トップメッセージ

中期経営計画の推進

2030年度に目指す姿

2030年度に向けた2024～26年度の位置付け／7つの重点分野

新たな成長テーマの設定

脱炭素社会への貢献／人財戦略

事業戦略【航空宇宙事業】

事業戦略【産業機器事業】

事業戦略【ＩＣＴ事業】

経営基盤の継続強化

環境

社会

コーポレートガバナンス

企業データ

役員一覧

国内・海外拠点／会社概要
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価値創造の歩み

プロペラ油圧技術転用で、
民間油圧機器事業へ

（住友金属工業（株）（現 日本製鉄（株））の航空機器事業部門を継承）

開発部門で新規事業
開拓・研究開発

航空機用熱交換器技術から、
産業用熱交換器事業へ

航
空
宇
宙
事
業

産
業
機
器
事
業

I
C
T
事
業

1961年
住友精密工業発足

システム技術の応用で、
オゾン発生装置事業へ

ＭＥＭＳ製造装置を
利用してMEMSデバイス/応用製品事業へ

ＭＥＭＳ・半導体
製造装置事業へ

プラズマエッチング
技術を傘下に

航空宇宙向け
振動ジャイロセンサの製造販売開始

3軸加速度センサ

マイクロマシニング等の
試作装置

LNG気化装置空気分離装置用熱交換器

油圧ポンプ

63E60型プロペラ

航空機用脚システム 防衛航空機

写真：出典 防衛省様HPより

民間航空機

自転車用ヘルメット・医療製品等を
作る射出成型機の駆動

機械加工でのクーラント
（切削液）供給

貯蔵されたLNG（液化天然ガス）
の気化

鉄道車両搭載電子機器の冷却

水族館での水処理 半導体メモリの製造

エアバッグ用加速度センサに
使われるMEMSの製造

シリコンマイクロフォンに
使われるMEMSの製造

スマート医療に使われる
超音波プローブ用センサ

人工衛星の姿勢制御

マイクロマシニング等の

油圧ポンプ

航空機用脚システム航空機用熱交換器航空機用熱交換器

LNG気化装置空気分離装置用熱交換器

※将来予測に関する注記事項
本統合報告書で記述されている将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、様々な
要因の変化により、実際の業績は記述されている将来予測とは異なる結果となる可能性があることをご認識ください。

　当社は1961年、航空機装備品に使用される高強度金属材料の精密加工技術から、

事業をスタートさせました。

　航空宇宙・産業機器・ICT各事業において、「精密」技術と「精密」なものづくりを追求・発展させ、

社会課題を解決しながら社会に貢献する会社を目指し成長してきました。

航空・宇宙
航空機脚システム：防衛省の航空機を足元か
ら支え、我が国の安全に貢献
航空機エンジン用熱交換器：高い熱制御技術
により航空機の燃費向上に貢献

精密油圧機器
過酷な環境下における耐久性・省エネ・低騒
音性能により、射出成型機・工作機械用途で
世界のものづくりに貢献

産業用熱交換器
エネルギーや産業ガスの安定供給、高性能
化・高発熱化する電子機器の冷却等に貢献

オゾン発生装置
最先端半導体メモリの極微細三次元構造へ
の成膜に必須な反応ガスを供給し、人々の
便利で快適な暮らしに貢献

MEMS・半導体製造装置
独自のシリコン深掘り技術等により、
各種電子機器の感度や検知精度、機
能性の向上を実現し、暮らしの安全
や利便性向上に貢献

MEMSデバイス／応用製品
独自の圧電薄膜技術等により、
様々な移動体の姿勢制御システム等
の感度や検知精度の向上を実現し、ス
マート社会に貢献

63E60型プロペラ

T-34機用空冷エンジン・
オイルクーラー
T-34機用空冷エンジン・

YS-11機用主脚YS-11機用主脚

アプリケーション事例

出典 防衛省様HPより

プール浄化装置プール浄化装置

Ｍ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
デ
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ス
事
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化
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事業構成／事業プロフィール

航空宇宙事業

　祖業である防衛省向けのプロペラ製品の製造・修理に加え、脚シ

ステムやエンジン及び空調機器用の熱制御システムなどの製品を開

発、航空機装備品の製造・設計技術を磨き成長してまいりました。防

衛省保有機体の約8割に当社製品が装備されており、我が国の安全

保障に長年貢献しております。

　また、防衛省向け製品の設計・製造の経験を活かし、民間航空機

の装備品市場にも参入し実績を重ねています。脚システムでは、リー

ジョナルジェットCRJ700/900/1000用の脚システム等を受注し、

納入を継続しています。航空機用熱交換器では、B787やA350向け

などのRolls Royce社民間機用エンジンのほとんどに、当社製品が採用

されています。その他、空調システム及び補助動力システム用の熱制

御システムや航空機エンジンのスターターなども製造・納入してお

り、航空機の主要装備品メーカーとして航空輸送の安全に貢献し続

けています。

産業機器事業

　当社の熱交換器は、独自の技術によりアルミニウム製航空機用熱交

換器を開発したことに始まります。今日では、小型から大型までの高性

能熱交換器を様々な産業にお届けし、また世界各国にも多数輸出して

います。さらに、LNG（液化天然ガス）の気化装置は、世界一の納入実績

を誇り、その精密な技術は、海外有力メーカーに技術供与を行うなど高

い評価を受けています。アルミニウムだけでなく、ステンレス、チタン等

を用途に応じて使い分けた高効率熱交換器製品の供給を通じ、社会の

サステナブルな発展に引き続き貢献いたします。 

　また、同じく航空機用の精密油圧機器で培った技術を活かして、射出

成型機・一般産業装置・輸送機向けに内接ギア式油圧ポンプのビジネ

ス分野を確立し、さらに油圧ポンプ技術を高圧クーラントポンプ機器に

発展させてきました。省エネと環境負荷軽減に役立つ製品群を開発・供

給してまいります。

液（燃料）冷式オイルクーラー空冷式オイルクーラー
CRJ700/900/1000主脚

・民間航空　脚システム
・防衛航空脚・プロペラ

・航空機エンジン用熱交換器
Trent1000®エンジン用

・水族館・プール等
   一般用オゾン発生装置

・半導体製造装置向け
窒素無添加・高濃度
オゾン発生装置

シリコン深掘り装置 CVD装置

・MEMSデバイス製造
   （ファンドリ事業）

・MEMSデバイスシステム　
   設計・開発

事業構成（2023年度実績）

売上高グループ合計 537億円

［セグメント別売上高］

※セグメント別売上高536億円＋調整額1億円

製品

製品

ICT事業

　ICT事業では、MEMS・半導体製造装置を開発・製造しています。当

社はMEMS製造に欠かせないシリコン深掘り装置のリーディングカン

パニーであり、1995年に当社が世界に先駆けて市場に投入しました。

プラズマ技術の横展開で様々な特長ある装置群を開発・販売し、最近で

は、５G通信以降のIoT、ビッグデータ活用に向けての窒化ガリウム高

速ICやモバイル機器向けフィルターの製造にも貢献しております。

　また、MEMS製造装置を起点に慣性システムやMEMSファンドリへ

の展開、さらにその他のMEMSデバイス/応用製品の開発にも取り

組んでいます。

　さらに、水処理・半導体製造などの分野で用いられるオゾン発生装置

も提供しています。水処理用途では、脱色・脱臭・難分解性有機物分解

等の用排水処理工程への適用をはじめとして、パルプ・繊維の漂白工

程や、食用魚の陸上養殖向け水質改善などへ適用範囲を拡大しており

ます。また半導体用途では従来のオゾン水洗浄用途に加え、最先端半

導体メモリの薄膜形成に欠かせないALD（原子層堆積）用の酸化剤と

して需要が拡大しています。

製品・サービス

車両用インバーター制御素子冷却器 低脈動・低騒音に優れる油圧ポンプ

・油圧ポンプ
・クーラントポンプ *

空気分離装置用熱交換器

*金属の切削加工機械において、切削部の冷
却や潤滑を目的として、機械装置内でクー
ラント液を循環させるためのポンプ

MEMS・半導体製造装置

航空機用脚関連 航空機用熱交換器

ＭＥＭＳデバイス事業化支援サービス

航空宇宙
254億円
（47%）

航空宇宙
254億円
（47%）

産業機器
128億円
（24%）

産業機器
128億円
（24%）

ICT
154億円
（29%）

ICT
154億円
（29%）

精密油圧機器

 MEMS・半導体
製造装置

オゾン
発生装置

MEMSデバイス/応用製品他

航空機用
熱交換器

航空機用
脚関連

産業用
熱交換器

産業用熱交換器 精密油圧機器

オゾン発生装置MEMSデバイス/応用製品
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価値創造プロセス

11 22 33 44 55 66事業に影響を与える
主な外部環境変化

価値創造を
支える資本 価値創造を実現する事業活動 マテリアリティ アウトプット 社会への

貢献

脱炭素化の潮流

イノベーションの停滞

デジタル化の進展

労働人口の減少

※1~3　全て2023年度実績
※1　　当社連結ベース（金額は億円未満四捨五入）
※2　　当社単体・SPPテクノロジーズ
※3　　当社単体・尼崎本社・工場敷地内所在の関係会社

など

各事業における「精密」

エネルギーマネジメント
における「精密」

における「精密」 における「精密」

における「精密」

経営基盤の継続強化

持続可能な社会を支える
世界一の「精密」を
誰よりも先に創る

● ISO14001認証継続
● 資源循環（廃棄物管理･3R）
● 環境負荷物質削減
　（気候変動対応（GHG排出量削減）　 　 
　 はマテリアリティに含む）

製造資本
● 設備投資 24億円※1

● 製造拠点 日本/海外各4拠点※1

自社のものづくりにおける
脱炭素社会への貢献
● 自社操業におけるGHG排出量削減
● エネルギーマネジメント技術・製品の提供

2030年度目標：2013年度比39%減
（Scope1･2 ）

精密な航空宇宙・
防衛製品の
開発・ものづくりによる
安心・安全な世界の実現

世界の産業を支える
技術・製品の提供による
社会への貢献

革新的な技術で
ワクワクする
豊かな未来の実現

多様な人財の活躍と持続的な価値創造を実現する組織づくり
効果指標：従業員エンゲージメントスコアの向上

知的資本
● 各事業における最先端の
　精密技術力、ニーズ対応力
● 研究開発費 11億円※1

● 特許登録 日本・海外各約360件※2

人的資本
● 多様な個性を持った従業員数
　 約1,600人※1

社会関係資本
● 取引先との信頼
● 産官・産学連携 国土交通省、JAXA、
　NEDO、東京大学、京都大学ほか

財務資本※1

● 総資産 845億円
● 自己資本 329億円
（自己資本比率 38.9％）

自然資本※3

● エネルギー使用量 約41万GJ
　 （電気・都市ガス）

● 取水量 約22万t

● サプライチェーンマネジメント
● 人権保護
● 労働安全衛生
● 健康･ウェルビーイング
● 情報セキュリティ
(DE＆Iはマテリアリティに含む)

製品の提供
● 航空機用脚関連製品
● 航空機用熱交換器
● 産業用熱交換器
● 油圧機器/クーラントポンプ

新規技術・製品開発
● 次世代民間航空機
● 将来防衛用有人機/無人機
● データセンター
● 水素/アンモニアバリューチェーン
● エネルギー貯蔵・冷熱利用・
CCS/CCUS

● 省エネ対応/環境負荷軽減の
　油圧/クーラント機器関連の技術・
　製品開発

製品・サービスの提供
● MEMS/半導体製造装置
● MEMSデバイス製造
● 慣性システム・応用製品
● オゾン発生装置

新規技術・製品開発
● 次世代デバイス/半導体メモリ
● 先端MEMSデバイス
● 高精度慣性計測装置
● 新規圧電MEMS関連の技術・製品開発

● 組織文化/意識改革
　（事業精神・企業理念）
● コーポレートガバナンス
● リスクマネジメント
● 内部統制
● コンプライアンス
● 全社基幹システム刷新

nvironmentE ocialS overnanceG

脱炭素社会の実現

安心・安全な社会の実現

社会を支えるものづくり

スマート社会の実現

多様な人財の活躍と
持続的な価値創造の実現

航空宇宙 産業機器

ICT

A

B

C

E

D

　サステナビリティ経営における価値創造プロセスにおいて、社会や環境の変化を、当社グループにとってのリスク・機会の両面で捉え、

「マテリアリティ（重要課題）Ａ～Ｅ」を特定しました。

　各マテリアリティに対し、2030年度に目指す姿や本中期経営計画とリンクした中長期目標を設定しました。中長期目標達成により

得られる「アウトプット」は、当社グループの「持続的な成長（価値・利益の創出）」と「社会への貢献」を実現するとともに、

「価値創造を支える各資本」をさらに強化します。

　本プロセスを通じて、当社グループは社会とともに成長し、新たな価値を創造し続けます。
P.17～18  住友精密グループのマテリアリティ
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財務・非財務ハイライト

売上高／売上高営業利益率

経常損益

ネット有利子負債／
ネット・デット・エクイティ・レシオ

営業損益

親会社株主に帰属する当期純損益／
ROE

総資産／自己資本比率 

温室効果ガス排出量(Scope 1+2)

中途採用／大学･高専卒定期採用者数

障がい者雇用状況

廃棄物排出量

海外人財在籍者数

男性社員の育児目的休暇取得率

売上高 売上高営業利益率

51,017

41,459

6.6

△ 1.2

4.3 4.1
5.2

43,801
46,910

53,725

（百万円） （％）
70,000
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50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

17.5

15.0

12.5

10.0

7.5

5

2.5

0

-2.5
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

非エネルギー起源温室効果ガスの排出量（左軸）
エネルギー起源温室効果ガスの排出量（左軸）
電力使用量（右軸）

27,308

19,275
17,786

13,759

18,67617,654
18,538

5,182
4,493 3,895

1,911

4,141

4,325

22,983

36,236

20,587

（t-CO2/年） （MWh/年）
電力使用量温室効果ガス排出量

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

48,000

45,000

42,000

39,000

36,000

33,000

30,000
2019年度　2020年度　2021年度　2022年度　2023年度2013年度

親会社株主に帰属する当期純損益 ROE

1,002

△ 2,576

3.6

△ 9.6

8.4

6.0

7.1

2,312

1,741
2,232

（百万円） （％）
3,000

2,000

1,000

0

-1,000

-2,000

-3,000

15

10

5

0

-5

-10

-15

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

ネット有利子負債 ネット・デット・エクイティ・レシオ

161 163

0.56 0.61

0.52

0.63

0.69

149

187

227

（億円）
250

200
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0

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（%）
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80.0
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50.0
2021年度　　　　　　　2022年度　　　　　　　2023年度

営業損益

3,353

△ 500

1,887 1,912

2,815

（百万円）
4、000

3,000

2,000

1,000

0

-1,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

海外人財在籍者数

新卒採用(大・高専卒)

中途採用
経常損益

2,982

△ 446 

2,571 2,339 2,580

（百万円）
4、000

3,000

2,000

1,000

0

-1,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

総資産 自己資本比率

774,8
825,6

766,4 783,5
845,2

（億円） （％）
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（人）
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・廃棄物排出量は、自社処理分を除く、外部に処理委託した一般廃棄物、産業廃棄物及び
  特別産業廃棄鵜物の総重量
・対象範囲は、尼崎本社・工場、滋賀工場、ほか国内工場

・温室効果ガス排出量は、GHGプロトコルに基づき、CO2排出係数（電力については
  電気事業者の各年変化する排出係数）を用いてScope1+2を算出
・対象範囲は、尼崎本社・工場、滋賀工場、ほか国内工場・営業拠点を含む
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トップメッセージ

各事業の成長戦略に応じた
人財戦略を推進

　上述のように新中計では、2030年度目標からのバッ

クキャスティングによって、中間地点となる2026年度ま

でに全社や各事業で「成し遂げるべき」ことを定めまし

た。このうち、全社戦略として経営が取り組むべき重要

施策には「事業ポートフォリオ戦略」「新たな成長テーマ

の設定」「人財戦略の実行」の大きく３つがあります。

　「事業ポートフォリオ戦略」については、まず現在の事

業や今後挑戦すべき事業について、市場成長率と市場

競争力の２軸による4象限ごとに、2026年度までに満

たすべき要件を整理しました。そしてこれらを踏まえ

「既存事業の強化」と「成長の基盤作り」の２つを同時

並行で進めていくために定めた７つの重点分野におい

て、具体的施策を実行していきます。

　「新たな成長テーマの設定」については、各分野で蓄

積した技術をベースとしたプロダクトアウトの視点と、

市場や顧客のニーズを基本に発想するマーケットイン

の視点の両方から成長機会を探っていきます。既存ビ

ジネスの延長線上で未来を考えるのではなく、事業部

門の垣根を超えた全社ベースでの自由な発想によって、

新・中期経営計画のもと全社一丸となって
新たな成長軌道を描きます。

代表取締役社長執行役員

「目指す姿」からの
バックキャスティングで
新中計を策定

2023年度実績

（※）セグメント別売上高536億円＋調整額1億円

2026年度計画 2030年度に目指す姿

254億円
47%

航空宇宙154億円
29%

ICT

128億円
24%

産業機器

281億円
42%

航空宇宙
237億円
36%

ICT

148億円
22%

産業機器

321億円
30%

航空宇宙

541億円
51%

ICT

205億円
19%

産業機器

売 上 高：537億円（※）
：28億円
：5.2%

営 業 利 益

営業利益率

　2024年度から当社は新たな3カ年中期経営計

画（2024～26年度）をスタートしました。本中計の

策定にあたっては、まず「持続可能な企業」としての

経営方針を明確化したうえで、自分たちが「未来に

ありたいイメージ」を定めました。そして、この未来

像からのバックキャスティングにより「今、何をな

すべきか」という具体的な戦略・施策を決めるとい

うアプローチをとりました。

　経営方針については、前中計（2021～23年度）

に掲げたスローガン「持続可能な社会を支える世

界一の『精密』を誰よりも先に創る」を、「サステナビ

リティ経営基本方針」として格上げしました。これは

航空機部品から産業機器、極小のICT関連製品ま

で、幅広い領域にまたがる当社事業を「精密」という

言葉で束ね、それぞれの分野で「精密」を追求してい

くことで、持続可能な社会の実現に貢献しつつ、自社

も持続的に発展していく、という経営姿勢を明文化

したものです。

この方針に基づき2030年度に当社が目指す定

量目標として「売上高1,000億円・営業利益100億

円・営業利益率10％」を掲げました。これは単にキ

リの良い数字にしたわけではなく、6年後の事業環

境や自社の競争力・成長性などを各部門でシミュ

レーションし、それらをまとめたものとして打ち出

しました。

　成長とともに事業ポートフォリオも変えていく方

針です。当社の事業領域は大きく「航空宇宙」「産業

機器」「ICT」の３分野で構成されますが、今後は安

定収益を生み出す「航空宇宙」「産業機器」で着実に

キャッシュを稼ぎ、それを市場成長性の高い「ICT」

に投資して積極的に拡大していくことが基本戦略に

なります。これにより2030年度における「ICT」の売

上高構成比を足元の30％弱から約50%にまで高め

たいと考えています。

　当然ながら、これらの定量目標やポートフォリオ

構成は、最終ゴールではなく通過点です。重要なの

は、現在の延長で未来を予想するのではなく、あり

たい未来の姿をまず定め、そこにどう近づくか主体

的に考え、行動する姿勢を全社で持つことだと私は

考えています。

［セグメント別売上高］

売 上 高：666億円
：50億円
：7.5%

営 業 利 益

営業利益率

売 上 高：1,000億円 
：100億円 
：10.0%

営 業 利 益

営業利益率

2 0 3 0年度に向けた目指す姿のイメージ
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当社の力で創出可能な新たな価値を考え、生み出して

いきたいと思っています。

　「人財戦略の実行」については、まずこれまでの人員

計画は足元の人員規模ベース＋αでしたが、戦略の実

行に必要な人財のアサインができなければ計画は絵に

描いた餅に終わってしまいます。そこで新中計では「人

財」を持続的成長に不可欠な資本とし、事業計画と

セットで、つまり各事業の成長戦略に「人財」という要

素をしっかりと組み込んだ人財戦略を検討しました。

　前中計の３年間は非常に厳しい事業環境が続いたも

のの、ICT事業の伸びなどもあって何とか右肩上がりの

決算を維持することができました。そして2023年度か

らはコロナの収束とともに、各事業もようやく稼げる

計画達成に向け、経営から
社員への発信を強化

姿に戻り、業績も安定してきました。こうした意味で、

新中計には「いよいよ成長モードにギアを入れるぞ！」

という強い想いを込めています。ただこの意気込みは、

社内の隅々にまでは伝わりきっていないと感じるのも

事実です。これは各部門の業績や生産性、全社の財務

状況なども含めた経営からの発信が、これまで不十分

だったことが一因だと思っています。

　この反省から2024年度からは全社員を対象とした

中計・決算説明会や、役職者対象の社長懇親会を実施

しています。そこでは各事業の業績などを示しながら

会社の現状を正しく伝えるとともに、全社や各事業の

戦略、具体的な施策、目標達成に必要な人財の採用計

画などをオープンに伝え、会社が「本気」で成長を目指

していることを理解してもらうよう努めています。

　当社は現在、基幹システムの整備を進めていますが、

これが完了すれば各部門の様々な情報をさらに詳しく、

かつリアルタイムで全社に伝えていくことが可能になる

はずです。そのことを通して社員の一人ひとりに中計を

自分自身のテーマとして受け止めてもらい、全社一丸と

なって目指す未来を実現していきたいと思います。

社員の「好き」を増やすことが
経営の重要使命

　人財力を高めていくには、積極的な人財採用を進め

るだけでなく、働きやすい職場環境の整備や、個々の成

長を支援する教育・育成プログラムの拡充なども必要

な条件です。この数年当社では諸制度やプログラムの整

備に努めてきましたが、今後さらに「多様な人財の採用・

教育」と「多様な働き方」を実現する制度等の改革を加

速させていく方針です。

　ただし企業が本当に人財力を高めていこうとする

なら、そうした制度面の改革だけでは十分ではありま

せん。社員たちがいきいきと働いて、持てる力を最大

限に発揮していくために最も重要なのは、会社や自分

の仕事に対する「愛着心」「やりがい」をどれだけ感じ

ているか、つまり「どれだけ高いエンゲージメントがあ

培ってきた「精密」技術を強みに
ステークホルダーの皆様と
ともに成長していく

　企業の持続的成長に重要な意味を持つステークホ

ルダーの中で社員について述べましたが、事業成長に

は当然「お客様（市場）」のニーズを的確に把握するこ

とも不可欠です。市場のニーズや成長性は、社会課題

などを含めたマクロトレンドの分析からもある程度把

握できます。今回の新中計でもそれらをベースとして戦

略の方向性を決定していますが、一方で市場環境は常

に変動しているため、お客様との「対話」を通して情報

を常にアップデートしていく必要があります。

　当社が強みとする「精密」技術を活かし、各事業がど

のような製品・サービスで成長を目指していくのか。そ

のヒントはお客様の「困りごと」の中に必ず潜んでい

る、と私は考えます。お客様と向き合わねば、それらを

掴むことはできません。だからこそ「困りごと」を真剣に

相談していただけるような信頼関係が重要になりま

るか」だと思います。その意味で、従業員の「エンゲー

ジメント向上」は人財戦略における最重要の項目と

いっても良いでしょう。

　従業員のエンゲージメント向上には、会社の「好きな

ところ」がどれだけあるかが大きいと私は考えていま

す。５年前に社長に就任して以来、私は様々な難局に直

面してきました。特に世界がコロナ禍に突入した2020

年からは、柱事業の一つである航空宇宙事業の受注が

激減するなど試練の連続でした。それでもなんとか壁

を乗り越え、経営トップを務めてこられたのは、この会

社が「好きだ」という気持ちを、強く持ち続けていたか

ら。振り返ってみて、そう実感します。一人一人の社員

にも、例えば「一緒に働く人が好き」「この製品が好き」

「この技術が好き」など、人によって色々な「好き」があ

るはずです。その「好き」の数を増やしていくこと、「好

き」が増えるような施策を実行することが、われわれ経

営の重要な使命だと考えています。

す。もともと当社には「お客様の困りごとの解決に全

力で取り組む」というDNAがあります。それを発展さ

せ、各事業がこれまで以上にお客様との密な「対話」

に努め、より深い信頼関係の構築を目指していきま

す。そのことによって、様々な「困りごと」に対し、他社

には導き出せない解決策を提供していけると確信し

ています。

　「サプライヤー」の皆様も、企業規模の大小にかか

わらず、当社にとって大切なステークホルダーです。企

業としてお互いに良い時も悪い時もありますが、喜び

も悲しみも共有しながら、それぞれの困りごとを一緒

に考え、解決していけるような関係を大切にしたいと

常々考えています。特に規模が比較的小さいサプライ

ヤー様は特有の悩みもお持ちかと思います。もし当社

が解決に役立てることがあるならばぜひ支援させて

いただきたいと思います。

　培ってきた「精密」技術を強みに、ステークホルダー

の皆様とともに持続的な成長を実現してまいります。

　人的資本の強化策としてまずは「採用」に注力するこ

ととし、どのような人財が必要か、各事業部門へのヒア

リングによってニーズを明確化しました。2023年度は

中途採用だけで100名の実績でしたが、2024年度の

活動としても中途採用と新卒採用（2025年度入社）を

合わせて100名超を計画しています。当社の企業規模

からすれば相当ハイペースの拡充ですが、「計画実行に

必要な人財の増員は、成長への先行投資として積極的

に行っていく」という経営姿勢を社内外にしっかりと見

せていきたいと考えています。
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2030年度に目指す姿

　2024～26年度中期経営計画は、2030年度に目指す姿の定量目標として、売上高1,000億円、営業利益100億円、営業利益率10%を設

定した上で、本中期経営計画３年間の各年度で達成すべき目標とアクションプランを策定いたしました。

　また、社会・当社グループの持続的発展を目指す前中期経営計画（2021～23年度）のスローガンであった、「持続可能な社会を支える世

界一の『精密』を誰よりも先に創る」を、当社グループの「サステナビリティ経営基本方針」として再設定し、この基本方針のもと、価値創造プ

ロセスを通じて、本中期経営計画の達成と2030年度に目指す姿を実現してまいります。

全社ポートフォリオ方針

　本中期経営計画策定にあたり、全社ポートフォリオ方針を策定いたしました。

　本中期経営計画では、売上高成長率や営業利益率といった定量的な要件に基づいて、各事業を「飛躍」「挑戦」「成長」「合理化」の４つの

象限に分類し、期待役割と方針を明確にしました。

ポートフォリオの変化

　航空宇宙・産業機器・ICT３事業部門の目標と、それぞれのアクションの取り進めにより、当社グループのポートフォリオは、2030年に向

けて大きく変化してまいります。

　主に安定型事業で構成される航空宇宙・産業機器事業部門の売上高を着実に積上げつつ、景気循環型の事業で構成される ICT事業部

門を大きく成長させていきます。「航空宇宙と産業機器で経営基盤を安定させながら、ICTでチャレンジ」すること、これが当社グループの全

社ポートフォリオ戦略となります。

財務計画

　本中期経営計画の最終年度にあたる2026年度には、売上高666億円、営業利益50億円を目指します。

売上高

2021年度
実績

202２年度
実績

202３年度
実績

2024年度
中計

2025年度
中計

2026年度
中計

2030年度
目指す姿

営業利益

設備投資

研究開発費

フリー・キャッシュ・
フロー

成長率&CAGR※

利益率

438

5.6%

24

18

4.1%

32

8

469

7.1%

(23)

19

4.1%

18

10

537

14.5%

(36)

28

5.2%

24 3年合計 133

3年合計 5511

569

5.8%

(24)

33

5.8%

591

4.0%

5

36

6.0%

666

12.7%

3

50

7.5%

1,000

10.7%

100

10.0%

（億円）

挑戦 飛躍

合理化 成長

MEMS∞

MEMSデバイス／応用製品事業

MEMS・半導体製造装置事業

オゾン発生装置事業

航空機用熱交換器事業

産業用熱交換器事業

航空機用脚関連事業

精密油圧機器事業

低

低

高

飛躍・挑戦・成長の
何れの要件も
満たせなかった場合

① 期待は、全社の基盤強化に
向けた確実な収益獲得

●

方針は、現有リソースの有効
活用を基軸とした事業効率化

●

①毎年営業利益額基準
期待と方針 中計期間における要件 期待と方針 中計期間における要件

方針は、撤退も含めた事業の
合理化・在り方の再定義

●

期待は、経営リソースの
全体最適化に向けた
新たな事業見直し

●

①売上高成長率基準
②売上高基準

①売上高成長率基準
②売上高増加額基準
③営業利益率基準

期待と方針 中計期間における要件 期待と方針 中計期間における要件

期待は、全社利益の多様化に
向けた新たな事業創出

●

方針は、新規リソースの積極
投資を基軸とした事業創出

●

期待は、全社売上高2倍の
実現に向けた大きな飛躍

●

方針は、新規リソースの積極
投資を基軸とした事業拡大

●市
場
成
長
率

市場競争力 高

2023年度実績／売上高537億円（※） 2026年度計画／売上高666億円 2030年度に目指す姿／売上高1,000億円

254億円
47%

航空宇宙
154億円
29%

ICT

128億円
24%

産業機器

281億円
42%

航空宇宙
237億円
36%

ICT

148億円
22%

産業機器

321億円
30%

航空宇宙

541億円
51%

ICT

205億円
19%

産業機器

2030年度計画 成長戦略の実現

2026年度計画
成長戦略の施策完遂

サステナビリティ経営
基本方針

持続可能な社会を支える
世界一の『精密』を
誰よりも先に作る

● 売上高
● 営業利益
● 営業利益率

1,000億円
100億円
10%

2023年度実績 基盤固め
● 売上高
● 営業利益
● 営業利益率

537億円
28億円
5%
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（※）セグメント別売上高536億円＋調整額1億円
※年平均成長率 ［セグメント別売上高］



■社会課題の解決を通じた事業成長を実現する価値創造の原動力

マテリアリティ
＝当社グループ重要課題

「
社
会
」に
と
っ
て
の
重
要
度
・
影
響
度

住友精密グループのマテリアリティ

2030年度に目指す姿

　以下のSTEP (*)に沿い、経営会議・取締役会での議論を複数回実施し、 外部有識者の示唆も踏まえながら重要社会課題を洗い出し

たうえで、マテリアリティ・中長期目標を決定しました。

マテリアリティと中長期目標
　様々な社会課題から社会・社内外のステークホルダー及び当社グループの持続的成長にとっての重要性が高いものを重要社会課題とし

て整理し、これに対する当社重要課題をマテリアリティとして特定しました。

　特定したマテリアリティに対し、2030年度に目指す姿・中期経営計画とリンクした中長期目標を設定しました。 中長期目標の進捗は中

期経営計画の進捗と併せて確認していきます。

サステナビリティ
経営

住友事業精神
当社G企業理念と

一致

社会・環境の
持続可能性

自社の
持続可能性

自社の持続可能性

社会・環境の持続可能性

のみ考慮

が危ぶまれる

住友精密グループ サステナビリティ経営基本方針
持続可能な社会を支える世界一の『精密』を誰よりも先に創る

社会課題の洗い出し

「自社」にとっての重要度・影響度

社会課題に関する各種要請を以下の情報に基づき洗い出し
ISO 26000/各種ESG格付
SASB/取引先要請/当社リスクマップ 等

経営層における重要度の検討
「社会・ステークホルダーにとっての重要度」と 
「当社グループの持続的成長にとっての重要度」の
2軸マトリックスにマッピング。特に重要度の高い
社会課題を内容の類似性等から分類、統合化。

マテリアリティの特定
STEP2の重要社会課題に対する
マテリアリティA～E（当社重要課題）を
特定・言語化。

中長期目標の設定
マテリアリティA～Eの取組推進に向けた中長期目標を
中期経営計画とリンクする形で策定。

社会・環境の持続可能性 企業の持続可能性

■ 環境変化から生まれるビジネスチャンスを逃す

■ 天然資源・エネルギー等・事業に必要な資本が枯渇

■ 社会・環境への配慮がないと見做され

　 ステークホルダーの信頼を毀損

社会・環境の持続可能性

自社の持続可能性

のみ考慮

が危ぶまれる

■ 社会・環境には配慮していても

　 価値・利益を生み出す力がない

 　企業は事業が継続できない

 環境変化から生まれるビジネスチャンスを逃す

 天然資源・エネルギー等・事業に必要な資本が枯渇

 社会・環境への配慮がないと見做され

　 ステークホルダーの信頼を毀損

 天然資源・エネルギー等・事業に必要な資本が枯渇

 社会・環境への配慮がないと見做され

 天然資源・エネルギー等・事業に必要な資本が枯渇

 社会・環境への配慮がないと見做され

 社会・環境には配慮していても

　 価値・利益を生み出す力がない

 　企業は事業が継続できない

 社会・環境には配慮していても

　 価値・利益を生み出す力がない　 価値・利益を生み出す力がない

 　企業は事業が継続できない

 社会・環境には配慮していても

　 価値・利益を生み出す力がない

 　企業は事業が継続できない

STEP.1

STEP.2

STEP.3

STEP.4

■GHG排出量規制・
　 炭素税等の法規制

■ エネルギーマネジメント
　 （再エネ調達含む）

■ 脱炭素技術

■社会課題の解決を通じた事業成長

■産業全体としての
　 技術の陳腐化・衰退

■日本・世界の平和

■DE＆I

■人財育成・能力開発・
　 技術力

■労働生産性

■労働条件・労働慣行

■人財確保・維持

■産業全体としての
　 技術の陳腐化・衰退

■デジタル技術の
　 進展・デジタル化

B

自社のものづくりにおける
脱炭素社会への貢献

エネルギーマネジメント
技術・製品の提供

自社操業におけるGHG排出量削減

精密な航空宇宙・防衛製品の
開発・ものづくりによる安心・
安全な世界の実現

世界の産業を支える技術・製
品の提供による社会への貢献

D 革新的な技術でワクワクする
豊かな未来の実現

E 多様な人財の活躍と持続的な
価値創造を実現する組織づくり

マテリアリティに対する中長期視点での施策として、
既存技術・製品の提供に加えて新規技術・製品開発を進め、
世界一の「精密」を創出（以下、対象開発案件）
P.24,26,28～29 マテリアリティ中長期目標に設定した開発案件の進捗

▲
▲

次世代民間航空機（電動・水素）向け熱マネジメント
技術・機器

将来防衛用有人機/無人機向け機器・システム

省エネと環境負荷軽減を実現する油圧・クーラント製品

データセンター向け高性能・高発熱CPU/GPU用
冷媒相変化型冷却器

水素・アンモニアバリューチェーン向け熱交換器

エネルギー貯蔵・冷熱利用・CCS/CCUS用熱交換器

次世代デバイス向け超低ダメージエッチング装置

革新的MEMS技術の開発とそれを駆使した
先端MEMSデバイス

航空機/船舶の高効率航行を実現する高精度
慣性計測装置

新規圧電MEMS向け圧電薄膜および薄膜
形成技術

次世代半導体メモリの成膜プロセス向け超高濃度
オゾン発生装置

■ 2030年度目標:2013年度比39%減（Scope1・2）

■効果指標
　 従業員エンゲージメントスコアの向上

（2050年度カーボンニュートラル）

(*) STEP1～4を通して、住友の事業精神、企業理念、サステナビリティ基本経営方針、2030年度に目指す姿、社会に貢献する自社製品・技術等を考慮に入れ検討。

マテリアリティ以外の
各種課題の多くが、従
来より経営基盤の強
化に資するものとして
取り組んできた課題で
あり、「経営基盤の継
続強化」（P.7～8）とし
て整理。

重要社会課題
＝外部環境変化

マテリアリティ中長期目標
＝アウトプット

　サステナビリティ経営＝「企業と社会・環境の持続可能性を両立させる経営」を当社グループ経営の軸とすべく、サステナビリティ基本方針

「持続可能な社会を支える世界一の『精密』を誰よりも先に創る」を制定しました。

サステナビリティ経営基本方針

マテリアリティ検討プロセス

D

C
C

B

B

A

C
A

A
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　当社の合弁会社であったSPPテクノロジーズ社（以下、SPT）は、2024年3月をもって当社100％子会社となり、販売範囲を日本国外に

も広げ、全世界への拡販展開を開始いたしました。これまで国内中心に、MEMS・高周波デバイス、化合物半導体などの市場でお客様の

ご要求に応えながら磨いてきたプラズマエッチング・成膜装置・ガスエッチング装置の各プロセスなど世界最高レベルのソリューション

をいよいよ本格的に世界展開していきます。加えて新製品の開発に関しても国内に留まらず、海外の大学との共同開発なども活用して加

速するとともに、開発から市場展開までのスピードを高めてまいります。海外展開に際しては、装置に必要な各種海外向け認証の取得を

進めつつ、米国子会社であるSPT-Microtechnologies-USA（以

下、SPT-USA）とも連携しアジア・欧米の代理店を通じて商談の獲

得を推進しております。

　そのSPT-USAでは、新製品ACEシリーズへの移行が完了し本格

展開を開始しています。加えて、MEMSやアドバンストパッケージン

グなどの新領域・新市場への展開を早め、事業拡充を推進してまい

ります。SPT・SPT-USAの連携を今まで以上に強化し、SPTグルー

プのグローバルなラインアップを通じて、世界中のお客様に貢献し

てまいります。

MEMS・半導体製造装置事業／海外展開の体制整備と拡販

P.24　次世代民間航空機（電動・水素）向け熱マネジメント技術・機器

PREDEUS

2030年度に向けた2024～26年度の位置付け／
7つの重点分野

　当社は、航空機エンジン・空調機器用の熱交換器の開発・製造・販売を行う

世界有数のメーカーとして、実績を積んでまいりました。長年の実績を既存・

新規両方のお客様に認めていただき、現在案件の引き合いを数多くいただい

ております。この機会を確実に活かし、航空機エンジン・空調システム用熱交

換器のシェア拡大に努めてまいります。

　同時に、中長期的な成長を見据えて、市場ニーズが高まっている航空機の電

動化及び水素燃料利用に関わる熱解析技術・機器設計・製品開発の推進にも

取り組んでいます。熱マネジメントシステム開発により、次世代航空機の電動

化・水素利用の実現に貢献し、環境変化に対応しながら持続的に成長してまい

ります。

　2024～26年度中期経営計画の必達、さらには2030年度の 「1000・100・10」 の実現に向けて、以下既存事業の強化3項目と、成長基盤作

り4項目、合わせて７項目を「重点分野」と定めました。

　既存事業の収益力を強化することで売上と利益の拡大を図りながら、得られた利益を2026年度以降に大きな成長が期待される、ICT/熱マ

ネジメント関連事業の立ち上げや基盤作りに投資することで、成長を加速させてまいります。

既存事業の強化 成長の基盤作り

航空機用脚関連／ 調達・生産の安定化による収益改善
P.23～24 航空宇宙事業

1

MEMS・半導体製造装置／ 国内拡販と米国収益性改善
P.27～29 ICT事業

2

オゾン発生装置／半導体向け拡販
P.27～29 ICT事業

3

MEMS・半導体製造装置／ 海外展開の体制整備と拡販1

MEMS∞／ファンドリ・デバイス立ち上げ2

航空機用熱交換器／拡販＆熱マネジメントシステム開発3

産業用熱交換器／データセンター向けマーケティングと
量産体制

4

成長の基盤作り

MEMS∞／ファンドリ・デバイス事業立ち上げ

　MEMS∞はICT部門の慣性システム事業室、ICT開発室、関連会

社であるSPPテクノロジーズ社、シリコンセンシングシステムズ社の

各組織が培ってきたMEMS技術を駆使し、それぞれの特長を有機

的に組み合わせることで当社の成長に貢献すべく、新規MEMSビジ

ネスの創出に取り組んでいます。

　当社はグループ内にMEMSの主要材料であるシリコンウェハの

深掘り装置のリーディングカンパニーを有しています。

　また当社は、設計開発したMEMSジャイロや加速度センサを量

産、販売する事業や、それらセンサの応用システム製品の事業を展

開しており、MEMS製造装置、MEMSデバイス開発能力、応用シス

テム開発能力、MEMSデバイス量産能力を併せ持つ世界でも非常

にユニークな存在です。

　この独自の強みを活かし、MEMS技術でより良い持続可能な社会

を実現していきます。世界中で有望なMEMSデバイスのアイデアが

次々と生まれていますが、MEMSデバイスを設計、開発、量産するに

は多額の設備投資や、専門スキルをもつ技術者が必要で、ファブレ

ス企業やスタートアップ等、自社で必要な設備や技術者を保有して

いない企業も多く存在します。MEMS∞はそのような企業からの

MEMS先端デバイスの開発受注を目指します。受注した案件のう

ち、技術的に有望な案件の一部を自社新規デバイスビジネス創出に

繋げる、あるいは量産移行すれば製造ラインを保有する当社がその

量産を行い、規模感ある新規ビジネスの創出に繋げていきます。

航空機用熱交換器／拡販＆熱マネジメントシステム開発

 AVP ACE

ICT

ICT

航空宇宙

住
友
の
事
業
精
神
・
企
業
理
念

住
友
精
密
工
業
と
は

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

中
期
経
営
計
画
の
推
進

経
営
基
盤
の
継
続
強
化

企
業
デ
ー
タ

19 20Integrated Report of Sumitomo Precision Products Co., Ltd.



　当社グループが進むべき未来の方向軸を探索し、既存の３事業に加える第４の大きな事業を生み出す活動として、「新たな成長テーマの設

定」活動を実施します。

現在の課題が
解決された未来これまでの延長

線上

Back Casting

Fore Casting

意味≒
社会的価値

時間軸

現在

関わる全員が
わくわくする

前のめりになる未来

自社リソース
強み・らしさが
出発点

あるべき未来が
感じられる一歩 あるべき

未来

住友精密が
いることで創出可能な

顧客や社会が
惹きつけられる
魅力的な未来

自由な発想で非連続な成長を追求すべく、
既存事業に市場・技術を掛け合わせた3軸でアプローチする

未来の当社の存在意義、
提供できる価値を想像しながら、当社が今できる一歩を考える

航空宇宙事業

解析

防衛

環境

宇宙

パワーデバイス

情報通信

表面処理

金属加工

産業機器事業 ICT事業

技術プロダクトアウト

市場マーケットイン

部門の垣根を超えた全社ベースで
既存事業×市場×技術で考えたら、
どんな成長機会がありえるか

フォーキャスティング 共通基盤として
棚卸された当社技術バックキャスティング

新たな成長テーマの設定

P.26 データセンター向け高性能・高発熱CPU/GPU用冷媒相変化型冷却器

産業用熱交換器事業／データセンター向けマーケティングと量産体制

　人工知能（AI）、機械学習やディープラーニング等の最先端テクノ

ロジーの普及や、クラウド移行が急速に進行するなか、これらを可能

にする高性能半導体、高性能サーバーの需要は加速的に高まってい

ます。同時に、サーバーの心臓部にあたるGPU、CPUの高性能化に

伴い増大する発熱密度やサーバーが集積するデータセンターの熱

制御・消費電力の削減が喫緊の課題になっています。

　当社は約30年前に、冷媒の相変化（沸騰と凝縮）を利用したサイ

フォレックス®（二相流循環型冷却器）という製品を開発し、これまで

新幹線などの高速鉄道車輛や産業機械向けパワーデバイスの冷却

用途を中心に数多く供給してきました。

　このサイフォレックス®を大幅にサイズダウンして高性能化した

製品を、ハイエンドサーバーやエッジサーバーのCPU、GPU冷却用

途に拡販しております。2024年6月に台北で開催されたComputex

展示会にもこの製品を出展し、水冷と同等以上の冷却性能を誇る当

社製品に対して多くのサーバーメーカーよりお問い合わせを頂いて

おります。また、2024年7月には、MCデジタルリアルティ様が運営す

るハイパースケールデータセンターにおいて、実際のサーバーに当

社冷却器を搭載して高速演算を行う実証試験を行い、これを成功さ

せました。水漏れによる電子部品破損のリスクがなく、メンテナンス

が不要で長寿命の、環境にやさしいサイフォレックス®によって、デ

ジタル社会に貢献してまいります。

サーバーに搭載した相変化型冷却器 断面構造・冷媒の動き

凝縮

沸騰

2030年度に向けた2024～26年度の位置付け／7つの重点分野

脱炭素社会への貢献
　気候変動対応の一環として、当社グループは「自社のものづくりにおける脱炭素社会への貢献」をマテリアリティとして設定し、「自社操業に

おけるGHG排出量削減」並びに「エネルギーマネジメント技術・製品の提供」（P.24・26 航空宇宙事業・産業機器事業―マテリアリティ中長期目標に設定した開発案

件の進捗）に取り組んでまいります。

人財戦略

自社操業におけるGHG排出量削減

　「組織（文化）・人財の量的／質的な構

造変化の実現」を取り組む要素を9つに

類型しました。全社状況に応じて、注力す

べき要素を選択しながら、集中的に取り

組みます。効果指標として「従業員エン

ゲージメントスコアの向上」を設定しマテ

リアリティEの多様な人財の活躍と持続

的な価値創造を実現する組織づくりを行

います。

P.32 社会 ―人財戦略

　マテリアリティAの自社操業におけるGHG排出量の削減目標として、「2030年度目標：2013年度比39％減（Scope1・2）」を掲げました。事業

成長による生産増に伴い、通常はGHG排出量の増加が見込まれますが、省エネ、創エネ、プロセスガス削減等の自助努力を行うとともに非化

石電力の購入によって、目標達成を目指します。加えて2050年度には、カーボンニュートラルの実現を目指します。

2030年度GHG排出量削減目標達成のイメージ

GHG排出量削減（▲39%）の推進（～2030） カーボンニュートラルの推進（2030～2050）
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27,308

20,587
16,700

成長による
生産増

❶省エネ
❷創エネ
❸プロセスガス削減

非化石電力
購入

▲39%

ネットゼロ

オフセット

主な削減内容
❶ 省エネ

❷ 創エネ

❸ プロセスガス削減

・構内照明LED化更新
・高効率機器導入
・各種生産改善による省エネ

・太陽光発電設備等の導入

・SF6除害装置の導入

人財戦略

採用
事業目標

必達のための
要員確保

配置
個と会社
マッチング・
適財適所

教育
個の成長を
後押しする
施策

育成
リーダー育成・

高い
マネジメント力

処遇
諸水準upと
利益還元

職場環境
快適な
職場づくり

福利厚生
従業員の
意見反映・
多様な働き方

定年再雇用
意欲継続の
ための
施策促進

退職
個の充実と
フォロー体制

左図プロセスを経て
2030年にマテリアリティ E
「多様な人財の活躍と
持続的な価値創造を
実現する組織づくり」

を実現する

エンゲージメントが
向上する環境づくり
（出来ることから即実施）

働きやすく
やりがいのある会社
魅力ある企業づくり

2024年度注力要素
（現中計の起点）

事業戦略と
人財戦略の連動

全ての人財がその能力を
最大限に発揮できる

環境づくり

組織および
個の能力強化

組織力向上

労使一体

（t-CO2／年）

G
H
G
排
出
量

エネルギーマネジメント技術・製品の提供
自社操業におけるGHG排出量削減

▲
▲

マテリアリティ
A 自社のものづくりにおける脱炭素社会への貢献

E 多様な人財の活躍と持続的な価値創造を実現する組織づくり
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産業機器



　航空機用脚関連は、国内唯一の脚システムメーカーとして、安全保障環境の急激な変化による防

衛予算増加への対応と収益基盤の強化を図り、持続的に安定した収益を上げてまいります。航空機

用熱交換器では、まず足元で熱交換器シェアの拡大を進めます。加えて中長期的には熱マネジメン

トシステム開発により、次世代航空機の電動化・水素利用の実現に貢献し、環境変化に対応しなが

ら持続的に成長してまいります。

　当該戦略の実行を通じて、マテリアリティA「エネルギーマネジメント技術・製品の提供による脱

炭素社会の実現への貢献」と、マテリアリティB「精密な航空宇宙・防衛製品の開発・ものづくりによ

る安心・安全な世界の実現」を目指してまいります。

航空宇宙事業部門長
板倉 健郎

航空宇宙事業 マテリアリティ
A エネルギーマネジメント技術・製品の提供による脱炭素社会の実現への貢献

B 精密な航空宇宙・防衛製品の開発・ものづくりによる安心・安全な世界の実現事業戦略

民間機市場は2023年度末でコロナ禍影響前の水準に回復、年平均成長率約４％を見込む

国内防衛予算は2023年度から5年間で43兆円規模となり過去5年の1.6倍

次期防衛有人機の日英伊3カ国共同開発の政府間枠組みが承認され事業開始

次世代航空機（グリーン燃料化・電動化）及び同エンジン・装備品開発は、国内外メーカーで活発化、
2035年度頃に市場投入見込み

外部環境

防衛用途の次期有人機・次期無人機・次期練習機の装備品開発契約の受注

脚システム生産基盤（設備・人員）強靭化と増産計画の実行

民間単通路航空機エンジン用熱交換器の受注・拡販

民間大型機用 電源・空調・ギャレー冷却用熱交換器の受注・拡販

2035年度市場投入が見込まれる次世代航空機用装備品（熱交換器・ギアポンプ）の
研究・開発及び３D製造手法研究の履行による将来機ビジネスの地固め

航空機エンジン用熱交換器及び脚システムのMROビジネスの拡大

重要アクション

将来防衛用有人機／無人機向け機器・システム

　近年、航空機のCO2排出削減による環境負荷の低減は世界的に重要な課題となっており、航空機の電動化及び水素燃料利用に関わる技術・

製品開発が進んでいます。こうした背景から、市場ニーズを満たす熱解析技術・機器設計・製品開発の推進に取り組んでおります。

マテリアリティ中長期目標に設定した開発案件の進捗

　川崎重工業が取り組んでいる「水素航空機向けエンジン燃焼器・システム技術開

発」において、当社が水素航空機向けエンジン用熱交換器の開発を担当し、要素開発・

機器詳細設計などに着手しております。今後も航空業界の動向を注視しながら、将来

の市場ニーズを満たす製品開発の推進に取り組んでまいります。

水素航空機向けエンジン燃焼器・システム技術開発

次世代民間航空機（電動・水素）向け熱マネジメント技術・機器

　モーター・コントローラー・バッテリー等、電動関連機器の冷却用熱交換器の需要の

高まりを見据えて、熱解析技術・機器設計・製品開発の推進に取り組んでおります。

電動化航空機向け熱マネジメント機器の技術開発

　次期防衛有人機については、日英伊の３カ国による共同開発とする方針が政府間協議にて決定され、取り組みが進められています。また、我

が国の将来無人装備に関する研究開発ビジョンにおいては、将来防衛用無人機の開発を推進することが示されており、これらの将来案件への

関連機器採用に向け取り組んでまいります。

2023年度 
売上高構成比 47%

（年度） （年度）

定量目標

※2024年度以降の営業利益は全社経費を除いた計画値
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（年度） （年度）

定量目標

※2024年度以降の営業利益は全社経費を除いた計画値
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電力需要の増大、地政学的リスク増加に伴う欧州LNG需要増大により、LNG並びにプラント用熱交換器と
もに海外向けは堅調に拡大、一方、国内向けは横ばい

高速通信インフラの発達、輸送機電動化を背景に、電子部品冷却需要が上向き、さらに放熱ソリューション
の市場期待も増加

産業機器事業事業戦略

マテリアリティ中長期目標に設定した開発案件の進捗

マテリアリティ
A エネルギーマネジメント技術・製品の提供による脱炭素社会の実現への貢献

C 世界の産業を支える技術・製品の提供による社会への貢献

外部環境

重要アクション

産業用熱交換器

中国の景気の先行きは不透明ながら、依然として巨大市場でありローカル競合先との差別化による拡販機会は多い

国内工作機械投資の低迷状態が継続

環境課題への対応の要求が増大

精密油圧機器

既存4品種（LNG気化器、低温プラント熱交、高温プラント熱交、汎用熱交）の業務改善にて競争力を強化し、増収増益をは
かり、事業基盤を安定化させる

データセンター・サーバー向け冷却器、カーボンニュートラルバリューチェーン用途熱交換器の開発・量産化を着実に実行する

産業用熱交換器

クーラントポンプの拡販／クリーンタンクレスシステム等を武器に大手工作機械メーカー向けに拡販し日本・中国での
シェアを拡大

収益性改善／日本・中国での原価低減、ローカル企業との差別化推進、製品価格適正化

新規領域／新規市場の攻略、中低圧クーラントポンプ、他流体ポンプ、省エネ・環境負荷軽減技術の開発と製品化の推進

精密油圧機器

　当社は多流体の熱交換を用いた極低温熱交換器設計技術と生

産技術を用いた産業ガス製造、LNG液化・気化用熱交換器の製造

において60年以上の実績を誇ります。これまでに国内外のお客様

向けに２万台近い納入実績を誇り、その多くは現在も稼働中です。

これらの経験と知見を用いて、来るべき水素社会に向け、水素を

『つくる』、『はこぶ』、『つかう』バリューチェーンの様々なシーンで必

要とされる液化、気化、冷却インフラのニーズに応えるべく実証実

験を積み重ねております。水素に限らず、アンモニア等の非化石エ

ネルギーのバリューチェーンやCCS/CCUSに求められる熱制御の

ニーズに応えるべく、持続可能なインフラ設備用途の熱交換器の

研究開発を加速してまいります。

　高速鉄道車輛のパワー半導体冷却用途を中心に30年の納入実

績のある相変化型冷却器（サイフォレックス®）をよりコンパクト且

つ高性能化した製品をハイエンドサーバーやエッジサーバーの

CPU、GPU冷却用途に拡販しております。先般、実際のサーバーに

当社冷却器を搭載して高速演算を行う実証試験を行い、成功させ

ました。高発熱化が加速しているAI半導体、AIサーバーを、水を使

わずに冷却するニーズに対応し、増大するデータセンターの消費

電力削減に寄与すべく、サーバーメーカーやチップメーカーに精力

的にアプローチしております。

　当社油圧ポンプが搭載される各種製造装置の分野では、省エネ

及び生産性向上等を目的とした、装置の小型化・高性能化を実現

するための開発が進められています。こうした市場要求に応えるべ

く、ポンプのさらなる高効率化、サーボモーターの活用、高性能フィ

ルターを用いたクリーンタンクレスシステム等の付加価値向上製

品の新規開発を進めてまいります。 また、工作機械等での切削液

供給に使用されている当社クーラントポンプにおいても、市場の動

向を踏まえた開発を進めております。今後普及が期待される電気・

燃料電池自動車等には、切削加工が困難な材料（難削材）を用いた

次世代半導体が多数採用されています。そこで、クーラントポンプ

の高圧化をさらに進め、難削材の加工精度と生産効率の改善に貢

献してまいります。

省エネと環境負荷軽減を実現する油圧・クーラント製品

水素・アンモニアバリューチェーン向け熱交換器

データセンター向け高性能・高発熱CPU/GPU用冷媒相変化型冷却器

液化水素
タンク

水素
製造

水素製造設備

液化水素出荷（海外） 液化水素受入基地（国内）

再エネ利用
化石燃料＋CCUS 水素液化

熱交換器

液化水素
貯槽

昇圧ポンプ
気化器

海上輸送

水素
ガス

液化水素
（出荷）

液化設備 液化水素運搬 受入設備 昇圧設備 気化設備

　産業用熱交換器は、既存製品の提供と共に、データセンターやグリーンエネルギーといった新市

場を獲得し、飛躍的な成長を目指します。また精密油圧機器では、ターゲット市場（油圧・クーラント

ポンプ×高圧帯）で、競合品を凌駕する性能・品質を以って日本・中国でのシェアNo.1となるととも

に、新規領域（市場・技術・製品）を開拓し、既存事業に並ぶ新しい収益の柱を構築いたします。

　当該戦略の実行を通じて、マテリアリティA「エネルギーマネジメント技術・製品の提供による脱

炭素社会の実現への貢献」と、マテリアリティC「世界の産業を支える技術・製品の提供による社会

への貢献」を目指してまいります。

産業機器事業部門長
西河 康志

2023年度 
売上高構成比 24%

新興国市場におけるビジネス機会が拡大
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ICT事業事業戦略

MEMS・半導体製造装置事業/オゾン発生装置事業の市場である半導体は、中長期的には成長する市場である
が、足元生成AI関連用途（GPU、HBM、DC）は好調、民生・自動車（EV）関連の不況は続いている

高精度慣性センサ市場の成長、MEMS技術の進化による当該市場での用途拡大

掘削サービス業界は、規模拡大・環境対策・効率化への投資が進み、MEMS技術による小口径化・省エネ化が
進む

外部環境

　被エッチング基板に光ダメージを与えるプラズマからの紫外光を遮蔽し、またチャージアップダメー

ジの原因となるプラズマ中のイオン・電子などの荷電粒子を除去した中性粒子を用いてエッチングする

「中性粒子エッチング装置」の開発を推進しています。国内外のお客様や大学・研究機関と協力し、特に

ダメージに敏感な次世代通信用RFデバイスや発光デバイスなどへの展開を意図し、その極低ダメージ

のメリット実証フェーズに入っています。

　台湾の国立陽明交通大学との共同研究では、同学のラボに設置した実証機にて、基礎研究だけでなく

実デバイスへの適用も並行して推進しております。

マテリアリティ中長期目標に設定した開発案件の進捗

次世代デバイス向け超低ダメージエッチング装置

　1990年代から世界に先駆けて研究してきたMEMS技術を応用

し、Northfinder™を開発しました。内部に搭載した高精度３軸の

ジャイロスコープ及び加速度センサにより計測した地球の自転角速

度と重力加速度から方位を検出する製品であり、周辺磁場の影響を

受けることなく高精度な検出が可能です。小型・軽量・高耐久・低消

費電力を実現し、市場に合わせた製品化を行っています。

　また、JAXAと共同開発したMARINは、MEMSジャイロスコープ

と加速度センサで構成された動きを計測する機器です。ロケットや

衛星、探査機など宇宙環境での機器の姿勢制御及び、慣性航法用と

して使用されます。二重化されたシステムにより高い信頼性が確保

された高精度MEMS慣性センサが、今後の宇宙開発の発展に貢献

します。

革新的MEMS技術の開発とそれを駆使した先端MEMSデバイス

台湾陽明交通大学内に試験設置中の
中性粒子ビームエッチャー試作機

小型冗長慣性センサ“MARIN”

MEMS∞の事業基盤の確立

MEMS・半導体製造装置事業は国内で実績のある装置群の海外市場への進出を着実に進める

今年度本格発売を開始した高精度IMU（慣性計測装置）※のグローバル拡販を日英一体で進める

電気反転技術を使ったジャイロコンパスNorthfinder™を横展開し、資源掘削領域に拡販していく

オゾン発生装置事業は国内および伸びが期待できるアジア市場に対しそれぞれの状況に応じた戦略・戦術にて

拡販を進める

重要アクション

※ 加速度と角速度を高精度に計測し、計測結果を利用することで運動体の挙動 (姿勢・軌跡)把握・推測、制御する装置

マテリアリティ D 革新的な技術でワクワクする豊かな未来の実現

　MEMS・半導体製造装置は、世界一の技術に裏付けされた差異化製品・サービスを提供し、持続

可能なグローバルエクセレントカンパニーを目指します。MEMSデバイス/応用製品は、革新技術を

競争力の源泉として、資源掘削領域などの慣性航法装置市場に展開し、MEMS慣性センサの技術

革新と市場開拓をリードしてまいります。MEMS∞（MEMSデバイス事業化支援サービス）では、社

会課題の解決や技術革新に貢献するMEMSデバイスと、世界中の顧客から案件を受託するMEMS

ファンドリを強みに、飛躍的な成長を目指します。

　またオゾン発生装置は、高成長が期待されるALD分野を中心とした半導体分野での成長と同時

に、既存アプリケーションの選択と集中ならびに組織の最適化を図りながら、半導体の次の柱も育

ててまいります。

　当該戦略の実行を通じて、マテリアリティD「革新的な技術でワクワクする豊かな未来の実現」を

目指してまいります。

ICT 事業部門長
速水 利泰

2023年度 
売上高構成比 29%

（年度） （年度）

定量目標

※2024年度以降の営業利益は全社経費を除いた計画値

（億円）
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環 境

　大容量化や高速化のためにますます複雑な３次元構造を採用し

ていく半導体メモリ（フラッシュメモリ、DRAM）において、その複雑

構造の表面への確実な高品位薄膜の被覆形成のために原子層堆積

（Atomic Layer Deposition: ALD）が用いられています。そこで高

品位・高誘電率酸化膜形成のためには高濃度オゾンガスによる酸化

反応が不可欠となっています。

　当社オゾン発生機は、安定性・信頼性の高さから、国内外の現世

代のメモリ量産製造に採用されており豊富な量産実績を有します。

また、次世代メモリ開発・製造向けに更なる高濃度化を目指した新

型機の開発も推進しております。当社は、この超高濃度オゾン発生

器のご提供を通じて、データセンター用フラッシュメモリ、ALアプリ

ケーション用DRAMなどの性能向上に寄与しさらに便利で快適な

デジタル環境の実現に貢献してまいります。

　私たちは、社会の責任ある一構成員であるとの自覚を持って、持続
可能な社会の発展に向け地域・社会および地球規模の環境保全の
重要性を認識し、以下の行動を通じて企業理念である 「環境との調
和、共存」を経営の最高課題のひとつとして実現していきます。

❶ 

❷

❸
❹
❺

❻

環境目標を設定し、その達成を目指して全員参加の活動を行うと共
に、環境マネジメントシステムを継続的に改善し、環境パフォーマン
スの向上を図る
事業活動の各段階で環境負荷の低減を図り、環境影響及び汚染の
予防に努め、環境の保全に寄与する。
法令要求その他の遵守義務を真摯に履行する。
社員の環境意識の向上に努め、環境保全活動の円滑な推進を図る。
省資源・省エネルギー、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）活動
を推進する。
航空宇宙事業、産業機器事業、ICT事業等各分野で長年培ってきた
基盤技術を活かして、環境保全技術・製品の開発を推進する等、事
業活動を通じた社会課題の解決に貢献する。

環境方針 下記事業所・組織における活動・製品・サービスを含む全事業活動
① 尼崎本社・工場に所在する当社全組織
② 滋賀工場に所在する当社全組織
③ 尼崎本社・工場敷地内に所在する以下の関係会社
株式会社シリコンセンシングシステムズジャパン、株式会社シリコンセンシングプロ
ダクツ、SPPテクノロジーズ株式会社

環境マネジメント適用範囲

環境管理統轄役員

環境・設備管理部長

環境管理委員会

環境・設備管理部内部環境監査員

環境マネジメント体制

実
行
部
門

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

部
門（※

1
を
除
く
）

産
業
機
器

事
業
部
門

I
C
T

事
業
部
門

資
材
・
研
究
・

環
境
設
備

部
門（※

1
）

航
空
宇
宙

事
業
部
門

　気候変動、資源枯渇、環境汚染などの地球環境問題は、持続可能な社会

の実現のため、世界的に取り組んでいかなければならない重大な課題です。

　当社は、企業理念の一つである「社会に心をひらき、環境、地域との調和、

共存に努めます。」のもと、下記の環境方針を定め、持続可能な社会の実現

に向けて地球環境保全活動に積極的に取り組んでおります。

当社では、1999年11月に尼崎本社・工場でISO14001環境マネジメン

トシステムの認証を取得しました。また、2000年11月には滋賀工場も含

めて認証取得し、対象範囲を拡大しました。

　ISO14001環境マネジメントシステムを活用した環境管理を実行し、省資

源・省エネルギー、3R（リデュース・リユース・リサイクル）等の各種環境負荷

低減に取り組んでおります。

環境方針・環境マネジメント

2023年度につきましては、下記の通り、一部未達項目がありました

が、それ以外の目標は達成することができました。特に気候変動対応

では、SF6除害装置1号機を導入し、非エネルギー起源の温室効果ガ

ス排出量を約2,000トン削減することができました。また、トリクロロ

エチレン使用量削減のために、代替トリクロロエチレン洗浄設備1号

機導入を決定し、その基本設計を開始しました。

　2024年度につきましては、昨年度設定した2030年度での温室効果

ガス排出量削減目標の達成を目指し、エネルギー起源、非エネルギー

起源を問わず、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいきます。

　また、PRTR制度対象物質の削減においては、特定第一種指定化学

物質の使用量削減について、継続的に取り組みます。

2023年度環境目標と実績・2024年度環境目標

2023年度 2024年度

認証維持継続（外部更新審査合格）

電力使用量対庫入高原単位
実績　0.77MWh/百万円

廃棄物排出量原単位
実績　0.92トン/億円

環境規制基準超過 実績：1件 環境規制基準超過  0件

代替トリクロロエチレン洗浄設備
1号機導入決定、基本設計着手

SF6除害装置1号機
'23/6導入済み

認証維持継続（外部更新審査合格）

電力使用量対売上高原単位
前年度比1%改善
（0.73MWh/百万円以下）

廃棄物排出量原単位前年度比
1%改善（0.91トン/億円以下）

特定第一種指定化学物質
使用量削減の検討着手
（トリクロロエチレン以外）

SF6除害装置導入拡大

○

○

○

×

○

○

認証維持継続

電力使用量対庫入高原単位前年度比
1%改善（0.88MWh/百万円以下）

廃棄物排出量原単位前年度比
1%改善（1.06トン/億円以下）

環境規制基準超過  0件

トリクロロエチレン使用量
削減のための具体策決定

SF6除害装置
1号機の導入

取り組み項目

環境保全全般

気候変動対応

資源循環
（廃棄物管理・3R）

環境負荷物質
削減

ISO14001の認証維持

エネルギー起源
温室効果ガス排出量の削減

廃棄物排出量の
削減

環境汚染防止

PRTR制度対象物質の
使用量削減

非エネルギー起源
温室効果ガス排出量の削減

実績 評価 目標目標

P.10 財務・非財務ハイライト―温室効果ガス排出量（Scope1+2）・廃棄物排出量
P.22 脱炭素社会への貢献
P.24・26 航空宇宙事業・産業機器事業―マテリアリティ中長期目標に設定した開発案件の進捗

事業戦略 ICT事業

航空機/船舶の高効率航行を実現する高精度慣性計測装置

　PZT（単結晶チタン酸ジルコン酸鉛）薄膜は、MEMSデバイスの

材料に使われる圧電薄膜の一種です。圧電薄膜は、変形すると電

圧を発生し（センサ機能）、逆に電圧をかけると変形します（アク

チュエータ機能）。当社は用途毎に圧電薄膜に求められる性能に応

じた膜開発を行っており、低電圧×大変形を達成する積層圧電薄

膜も開発しました。小型・高性能・低消費電力のMEMSデバイスに

貢献します。

新規圧電MEMS 向け圧電薄膜および薄膜形成技術

次世代半導体メモリの成膜プロセス向け超高濃度オゾン発生装置

• 自動運転技術 • 高精細インクジェットプリンタ • ジェスチャーコントロール

• スピーカー＆マイク（スマートフォン、PC） • エナジハーベスタ

• 超音波イメージング（ヘルスケア・スマート医療、非破壊検査、セキュリティ）

想定アプリケーション

GR シリーズ

積層圧電薄膜（Single Layer比で圧電性能57％向上）

SGU シリーズ

慣性計測装置
“INS-00b”
慣性計測装置
“INS-00b”

　NorhthfinderTMの開発により実現した静止状態での高精度な角速度計測技術を応用・発

展させることで、運動状態でも高精度な計測が可能となる技術の研究開発に取り組んでいます。

　この技術を高精度ジャイロスコープおよび加速度センサと組み合わせることで、航空機や船

舶などの移動体の高精度な位置計測を可能にする小型・軽量・低消費電力・低価格な慣性計測

装置を実現します。

+57%
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社 会

多様な人財の採用・教育

海外人財在籍者数(2024年4月1日現在)

航空宇宙事業

産業機器事業

ICT事業

1名(クロアチア)

６名（フィリピン）、２名(中国)

1名(韓国)、1名（インド）

2名(ベトナム)、2名(韓国)、1名(台湾)

大学・高専卒定期採用者数（直近５ヶ年）

2020～24

採用者数

男女比率

（内、外国籍）

11名

22.9%

（1名）

48名

100%

（2名）

女性

37名

77.1%

（1名）

男性 合計

　当社は、これからの持続可能な発展を実現するために、今までも

多様な人財の採用を進めてきました。中期経営計画における人財戦

略において、2024年度は採用に注力することを明示していますが、

その目的は、上述の考え方を踏襲しています。そうした様々な個性を

持った方の多様な発想を活かすことが、事業環境変化への対応や

持続可能な事業の展開に欠かせない、との観点です。

　多様な個性を持った従業員が自由な発想で仕事に取り組み、 

個々のスキルや能力を最大限に発揮することで、従業員一人ひとり 

と会社が持続的に高め合う関係でありたいとも考えております。そ 

こで、役員・管理職といった経営・マネジメント層はもちろん、各階層 

に向けて、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンをテーマ

とした教育や、その実現に欠かせない職場の心理的安全性を高める

ための教育を行っております。

　当社グループとそのサプライチェーンに携わる全ての人々の人権

を尊重し事業活動を行うことは、企業における最重要事項の一つで

あるという考えの下、「住友精密グループ人権方針」を定めておりま

す。当社グループ全役員・従業員の人権に対する意識を向上させる

ための教育・啓発活動として、全国人権週間期間中の啓発資料の配

布、新入社員・中途採用者をはじめとした従業員への教育などを実

施し、高い倫理観を持ちながら事業発展に努めています。

住友精密工業株式会社とその関係会社（以下「当社グループ」）は、「信
用を重んじ、確実を旨とする」住友の事業精神のもと、「光かがやくその
未来」という企業理念を掲げ、これまで蓄積してきた技術やお客様との
パートナーシップを活かしながら、社会の変化に即した新たなニーズを
掘り起こし、永続的な事業発展と企業価値の拡大を目指しております。
当社グループとそのサプライチェーンに携わる全ての人々の人権を尊
重し事業活動を行うことは、企業における最重要事項の一つであると考
えることから、当方針を定めます。

❶ 当社グループの目指す姿

❷ 適用範囲

❸ 人権デューデリジェンス

❹ 適用法令の遵守

❺ 社内啓発

❻ サプライチェーンを通じた人権尊重

❼ 対話・協議

当社グループは、国際的な人権の原則を尊重しつつ、事業活動を行うそれぞれの
国・地域における法と規制を遵守いたします。

当社グループは、当社グループの役職員に対し、本方針が理解され、効果的に実施
されるよう、適切な啓発活動を推進いたします。

当社グループでは、「行動規範」や「コンプライアンスマニュアル」により、あらゆる場
面で接する人々の基本的人権を尊重することを行動指針としております。
また、「住友精密グループ調達基本方針」においても強制労働や児童労働を認めて
おらず、サプライヤーに対しても同様の方針を要請しております。

当社グループ社員にとどまらず、お取引先各社様もご利用可能なコンプライアンス
通報窓口の設置により、人権に対する潜在的および実際の影響を把握し、その措置
について、関連する外部ステークホルダーとの対話と協議を行っていきます。

住友精密グループ人権方針

ゆくて

当社グループは、『国際人権章典（世界人権宣言、国際人権規約）』および国際労働
機関（ILO）の『労働における基本的原則及び権利に関する宣言』に定められた人権
を尊重し、国連の『ビジネスと人権に関する指導原則』に則って活動いたします。
事業活動において当社グループおよびそのサプライチェーンを通じて当社グループ
事業の影響を被る人々の人権を侵害しないこと、また、事業や取引上の人権に対す
る負の影響に対応することで、人権尊重の責任を果たすことを目指しております。

本方針を当社グループの全役職員に適用すると同時に、サプライチェーンに対
しても、本方針を支持し、同様の方針を採用するよう求めることで人権尊重を推
進いたします。

当社グループは、人権尊重の責任を果たすため、人権デューデリジェンスの取組み
を通じて、社会に与える可能性のある人権への負の影響を認識し、防止・軽減を図る
ことを継続的に実施いたします。また、当社グループの活動が負の影響を与えてい
ることを確認した場合、是正のため適切な措置を講じることでその救済に努めます。

人権

人財戦略（ダイバーシティ）

　当社グループは、「住友の事業精神」及び「企業理念」を踏まえた

品質方針を策定しております。本方針に基づき、製品及びサービス

の提供によって生じる責任の重さを全役員・従業員が強く自覚し、

私たちの事業活動の最優先事項である品質、安全、コンプライアン

スを実現することにより、お客様の信頼と満足を獲得し、社会の持

続的な発展へ貢献いたします。

　品質方針に加え、品質に関する責任及び権限の明確化、グループ

品質委員会の運営、品質コンプライアンス推進事項に基づく品質監

査・パトロール等を通じて、DX推進による効率化・信頼性向上を含

む品質保証体制の強化・確立に取り組んでいます。

住友精密グループは、製品の提供によって生じる責任の重さを強く自
覚しつつ、以下の項目を役職員全員が実現することで顧客の信頼と満
足を獲得し、社会の持続的な発展へ貢献する。

品質、安全、コンプライアンスは生産活動においての最優先事項である。

人の質を高め、仕事の質を高め、組織の質を高
め、作り出す製品の品質を高める

製品の安全性は勿論のこと、製造工程における
作業の安全も確保する

法令や各種規格、品質マネジメントシステム等の
遵守は、すべての出発点である

住友精密グループ品質方針

　住友精密グループは、良好かつ堅固なサプライチェーンの構築を事業
の継続的発展のための核と位置付け、お取引先様各社との相互連携によ
る社会的責任を重視した調達活動の推進のために「調達基本方針」を
2020年7月に制定しております。
　本調達基本方針はお取引先様に公表し、弊社グループの調達活動に対
するご理解とご協力をお願いしています。
　ステークホルダーからの期待を念頭に、引き続き持続的なサプライ
チェーンの構築に取り組んでまいります。

●調達基本方針
　１．コンプライアンスの徹底
　２．公正な取引に基づく健全な競争環境の構築
　３．相互発展に資する持続的パートナーシップの追求

お取引先様におかれましても以下のガイドラインの内容についてご理解
をいただき、当社グループの調達方針に則った健全な事業活動の推進に
ご協力を賜りますようお願い致します。

●調達ガイドライン
　１．法令・社会規範の遵守
　     ○事業活動を行う各国、地域の法令、社会規範を遵守する
　     ○反社会的勢力との取引は一切行わない

　住友精密グループは、良好かつ堅固なサプライチェーンの構築を事業
の継続的発展のための核と位置付け、お取引先様各社との相互連携によ
る社会的責任を重視した調達活動の推進のために「調達基本方針」を
2020年7月に制定しております。
　本調達基本方針はお取引先様に公表し、弊社グループの調達活動に対
するご理解とご協力をお願いしています。
　ステークホルダーからの期待を念頭に、引き続き持続的なサプライ
チェーンの構築に取り組んでまいります。

お取引先様におかれましても以下のガイドラインの内容についてご理解
をいただき、当社グループの調達方針に則った健全な事業活動の推進に
ご協力を賜りますようお願い致します。

○事業活動を行う各国、地域の法令、社会規範を遵守する
○反社会的勢力との取引は一切行わない

住友精密グループ調達基本方針

　当社は、良好かつ堅固なサプライチェーンの構築を事業の継続的

発展のための核と位置付け、取引先の皆様との相互連携による社会

的責任を重視した調達活動の推進のために「調達基本方針」を制定

し、WEBにて開示するとともに、グループ会社を含む関係部署に周

知しています。

本方針に則った主な活動として、2023年度から取引先の皆様と当社

との取引において想定されるリスクに関しての対話を開始しました。

　また、2024年度は新たな取り組みとして取引先の皆様へのサステ

ナビリティに対する当社の考え方を含む中期経営計画の説明機会

の提供や当社関係者への下請法遵守など社会的要請に対応した適

正な取引に関しての説明会の実施を進めています。

引き続きCO2排出量の削減、環境に配慮した製品の提供に向けた

取り組みや当社のサプライチェーンリスク管理方針のご共有などの

活動を通じ、持続的なサプライチェーンの構築に努めてまいります。

品質

サプライチェーン

品質

安全

コンプライアンス

２．人権・労働・安全衛生
○当社グループおよびサプライチェーンにおける、いかなる奴隷労働・人
身取引も容認しないという考えのもと、『国際人権章典（世界人権宣
　言、国際人権規約）』および国際労働機関（ILO）の『労働における基本
　的原則及び権利に関する宣言』に定められた人権を尊重し、国連の　
　「ビジネスと人権に関する指導原則」に則った活動を行う
○基本的人権を尊重し、不当な差別を禁止する
○強制労働、隷属労働、児童労働、外国人労働者の不法就労を禁止する
　とともに、賃金・労働条件を含む雇用条件や安全衛生基準に関しての
　法令を遵守する

３．公正・公平な取引
○公正な取引を制限、阻害するような行為を行わない
○不適切な利益の提供やサービスの要求をしない
○自社の知的財産権は適切に保護し、他人の知的財産権も尊重する
○機密情報、個人情報等を不当不正に取得、利用、漏洩しないよう努める

４．お取引先様との相互信頼による調達活動の推進
○サプライチェーン全体として社会的責任を重視した調達活動を推進
　し、お取引先様各位との相互理解、相互繁栄を目指す
○弊社グループ社員にとどまらず、お取引先様にもご利用いただくこと
　が可能なコンプライアンス通報窓口を設置する

５．環境への配慮
○持続可能な社会の実現のために、環境保全に取り組むと共に、環境に
　配慮した調達に努める

２．人権・労働・安全衛生
○当社グループおよびサプライチェーンにおける、いかなる奴隷労働・人
身取引も容認しないという考えのもと、『国際人権章典（世界人権宣
　言、国際人権規約）』および国際労働機関（ILO）の『労働における基本
　的原則及び権利に関する宣言』に定められた人権を尊重し、国連の　
　「ビジネスと人権に関する指導原則」に則った活動を行う
○基本的人権を尊重し、不当な差別を禁止する
○強制労働、隷属労働、児童労働、外国人労働者の不法就労を禁止する
　とともに、賃金・労働条件を含む雇用条件や安全衛生基準に関しての
　法令を遵守する

３．公正・公平な取引
○公正な取引を制限、阻害するような行為を行わない
○不適切な利益の提供やサービスの要求をしない
○自社の知的財産権は適切に保護し、他人の知的財産権も尊重する
○機密情報、個人情報等を不当不正に取得、利用、漏洩しないよう努める

４．お取引先様との相互信頼による調達活動の推進
○サプライチェーン全体として社会的責任を重視した調達活動を推進
　し、お取引先様各位との相互理解、相互繁栄を目指す
○弊社グループ社員にとどまらず、お取引先様にもご利用いただくこと
　が可能なコンプライアンス通報窓口を設置する

５．環境への配慮
○持続可能な社会の実現のために、環境保全に取り組むと共に、環境に
　配慮した調達に努める
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自然災害対策・緊急事態対策

　地震や台風等の自然災害に備え、「自然災害対策規定」を定め、

自然災害による緊急事態に備えております。特に、地震と水害に

ついては、人命と安全確保を最優先としたＢＣＰ（事業継続計画）

を策定の上、緊急時対応における実効性を高めるための初動対

応訓練等を定期的に実施しております。2023年は、滋賀工場にお

いて地震発生時の初動対処訓練を実施いたしました。

　また、毎年７月には「自然災害による危険設備の届出」「避難経

路・避難場所の指定」の見直しを行っております。

　さらに安否確認サービスを導入し、定期的な訓練を実施するこ

とで、自然災害等緊急時における全従業員の安否を確認できる体

制を整えております。

BCP（初動対処）訓練の様子

人財戦略（健康経営）

住友精密グループは、すべての従業員が心身ともに健康で、安全・安心な環境の下、イキイキワクワク働ける職場の実現を目指します。

企業理念である「人を大切にし、多様な個性の実現と調和をはかります。」に基づき、

一人一人が当社スローガンである「持続可能な社会を支える世界一の『精密』を誰よりも先に創る」を実現出来るよう、

すべての従業員の健康維持・増進のサポートに積極的に取り組んでまいります。

健康経営優良法人認定証

住友精密グループ健康経営宣言

多様な働き方の実現

多様な人財が活躍できる風土醸成
　当社は個性や可能性を認め合うことにより、各従業員が能力を最

大限に発揮できる職場づくりに取り組んでおります。その一環として、

ハラスメント防止のためのハンドブックの理解・浸透を図るべく教育

を実施する等、相互理解の向上に努めてきました。今後は、継続的な

教育を実施することにより従業員一人ひとりの意識を高め、多様な人

財が活躍できる風土醸成を図ってまいります。

　また、ダイバーシティ推進の一環として女性活躍推進にも積極的

に取り組んでおり、これまでの活動の成果として、厚生労働省より女

性活躍推進法に基づく優良企業として「えるぼし」認定を、厚生労働

男性社員の育児関連の
休業・休暇取得率

年度

2023年度

2022年度

91.4%

68.2%

取得率

次世代育成支援対策
推進法に基づく
認定マーク『くるみん』

女性活躍推進法に
基づく認定マーク
『えるぼし（２段階目）』

省より委任されている兵庫労働局より従業員の子育て支援を積極的

に推進している企業として「くるみん」認定を受けています。

　育児については、男性社員の育児休業取得の事例や取得率を社内

報に掲載する等の取り組みも行っており、性別にかかわらず仕事との

両立がしやすい風土醸成に努めております。

多様な働き方をサポートするための制度

項目

勤務制度

休業・休暇制度

内 容

これまで、柔軟な働き方を実現するべく、フレックスタイム制や

時間単位にて取得できる有給休暇、短時間勤務制度、在宅勤務制

度 (全従業員向け)を導入してきました。今後におきましても、各々

がワーク・ライフ・バランスを実現するとともに、各職場にてパ

フォーマンスを最大限に発揮できる環境を構築できるように努め

てまいります。

フレックスタイム制、育児・介護のための短時間勤務制度、育児・介護中の所定労働時間免除、育児・介護中の時間外労働・
深夜業の 制限、育児のための労務配慮(始業時間・就業時間の変更)、在宅勤務制度(全従業員向け)

育児休業制度、産後パパ育休(出生時育児休業)、介護休業制度、半日有給休暇、時間単位の有給休暇、WLB(ワーク・ライフ・バ
ランス)休暇、配偶者出産時の特別休暇(有給)

　当社は2023年に「住友精密グループ健康経営宣言」を策定し、積極的に健康経営の活動に取り組んで

おります。また、これまでも当社は健康保険組合と連携して行う各種健康指標の向上活動を通して、従業

員の健康維持・増進に努めております。

　2024年は当社として初めて「健康経営優良法人2024（大規模法人部門）」の認定を取得いたしました。

当社にとって今回の認定取得は健康経営の取り組みを再認識する機会となり、今後取り組むべき事項が

明確になりました。

　これまで取り組んできた健康経営の活動に加えて、2024年は当社の課題の一つである従業員の長時

間労働を改善すべく、毎月の所定外労働時間が一定時間を超えた従業員を抽出し、残業の状況を確認し

て、残業時間削減のための必要な処置を行っております。

情報セキュリティ
方針

当社グループでは顧客の情報や会社の情報などの情報資産の保護

は企業の社会的責任を果たす上で重要であるという考えのもと、「情

報セキュリティ基本方針」を策定し、「情報管理基本規程」「電子情報

管理規程」等の規程・ルールを定め、情報セキュリティの確保と維持

向上に努めております。

　また、サイバーセキュリティリスクに対応するため、情報セキュリ

ティの国際的な水準（NIST SP800-171*）をベンチマークとして対策

の整備に努めております。

*米国政府機関が定めたセキュリティ基準を示すガイドライン

推進体制

情報セキュリティの推進体制として、「情報セキュリティ委員会」

を設置し、セキュリティ対策総合的管理と、推進を図っております。

情報セキュリティ委員会の構成はコーポレート戦略部門長を委員長と

し、当社各部、グループ会社の情報管理の責任者を委員としております。

　情報セキュリティ委員会は定期的に委員会を開催し、全社の情報

セキュリティ状況報告やセキュリティ活動方針確認を行っております。

情報セキュリティ委員会活動計画

セキュリティリスク対応策

高度化するサイバーセキュリティ攻撃に対し、システム面と従業員

のセキュリティ意識の双方の観点から対応策を構築しております。

　システム面のセキュリティ対策としては、外部からのサイバー攻撃

等に対応したネットワークや情報機器の防御システムの構築と外部

SOC（Security Operation Center）等による24時間/365日の脅威

監視を行っております。

　従業員のセキュリティ意識の対策としては当社グループ組織を対

象としたセキュリティアセスメントの実施や社内ポータル等を通じた

セキュリティ情報発信、従業員を対象とした情報セキュリティ教育・セ

キュリティ対応訓練の実施などの実施などを行っております。

セキュリティインシデント対応

　サイバーセキュリティ攻撃の対策は年々進歩を続けておりますが、

攻撃者も同様に手口を変えてきており、リスクが継続している状況で

す。万一対策をすり抜けて重大な情報セキュリティインシデントが現

実となった時に備え、インシデントに迅速に事態収束を行うための規

程類を整備し、緊急時の体制を定めております。

セキュリティインシデント実績

目指すセキュリティ体制のベンチマーク制定とそれを基にしたセキュリティ改善活動

セキュリティ事故発生を想定した体制整備・訓練の実施

セキュリティ意識向上によるリスク低減

●

●

●

●  秘密情報漏洩を伴うインシデント なし

　当社は、安全教育に力を入れるとともに、安全衛生委員会の開催、社内稲荷神社や

各職場における安全祈願などを通じて、全従業員の安全意識向上に努めております。

　2022年以降、ヒューマンエラーを起因とする災害・事故が発生していることから、

2024年は「安全体感教育」に加え「ヒューマンエラー講話」などの取り組みを行い、事

故・災害防止に努めています。

安全衛生防火

2022年 2

2

2

3

4

02024年（8月末現在）

2023年

年（暦年） 休業災害（件） 不休業災害（件）

社 会
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※ コンプライアンス委員会、情報セキュリティ委員会、環境管理委員会、品質委員会、安全衛生委員会、人権・ダイバーシティ推進委員会

指示・監督

統制

指示・監督

選任・解任
監査

監査意思決定・監督
諮問・助言

社長執行役員

関係会社

各事業部門及び
コーポレート部門

コーポレートガバナンスの基本原則

　当社は、「住友の事業精神」と「企業理念」が企業倫理のバック

ボーンであり、不変の真理であると考えています。そして、会社が

全てのステークホルダーの立場を踏まえつつ、透明・公正かつ迅

速・果断な意思決定を行うための仕組みがコーポレートガバナン

スであるとの認識に立ち、当社のコーポレートガバナンス原則を

定めました。当社は、本原則を適切に実践することが、持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上につながり、顧客・取引先・従業

員・地域社会・株主をはじめ全てのステークホルダーの利益にも

適うものと信じ、今後もガバナンスのより一層の向上を目指し不

断の努力を重ねてまいります。

コーポレートガバナンス体制

　当社は、独立性の高い社外取締役及び親会社である住友商事

より派遣される取締役（非常勤）を含む取締役会と監査役による

コーポレートガバナンス体制を採用しています。

　経営上の意思決定、執行及び監督に関しては、月1回以上開催

される取締役会が重要事項を決定するとともに具体的業務の執

行状況を監督するほか、経営幹部による経営会議、各事業ごとに

その運営について協議する全社の会議体（部門会議）などを適宜

開催し十分に議論を尽くすとともに、弁護士、公認会計士等外部

専門家からも必要に応じて助言を受けるなど、適正かつ迅速に事

業を推進する体制をとっています。なお、経営の意思決定・監督機

能と業務執行の機能を分け、取締役会の監督機能を十分に発揮

し、また業務執行機能の強化をさらに図ることを目的として、執行

役員制度を導入しています。さらに、取締役の指名や報酬等の検

討に当たり、透明性と公正性をより一層確保するため、取締役会

の任意の諮問機関として「指名・報酬諮問委員会」を設置してい

ます。

　また、監査役が取締役会他の重要会議に出席し経営執行状況

の的確な把握と監視に努めるとともに、内部統制システムやリス

ク管理体制の整備状況についても監査を行っています。会計監査

については、会計監査人と監査契約を締結し、通常の監査に加

え、適宜、会計上必要な助言を受けています。

　なお、会計監査人につきまして、親会社と統一することにより、

効率的な監査の実現を図るため、2024年6月の株主総会決議に

より、有限責任あずさ監査法人へ変更しています。

選任・解任 選任・解任
連携

連携
連携

外部監査

内部監査

モニタリング

監査役 会計監査人

株 主 総 会

取締役会

経営会議

執行役員

コンプライアンス他
専門委員会※

内部監査室

指名・報酬諮問委員会

コーポレートガバナンス

（2024年6月28日現在）

　当社は、取締役会において会社法第362条第4項第6号に規定

する体制（内部統制システム）を決議し、運用しています。本体制

の継続的な見直しによって、内部統制システムの維持向上を図る

こととしています。

❶ コンプライアンス
コーポレートマネジメント部門長（コンプライアンス担当役員）

をコンプライアンスの最高責任者と定め、法務・コンプライアンス

推進室、コンプライアンス委員会を設置し、法令等の遵守に係る

活動を促進しています。また、部室長を各部署におけるコンプライ

アンスリーダーに選任し、コンプライアンス推進の責任の明確化

を行っています。

　こうした体制のもと、コンプライアンス委員会を開催し、そこで

定めた活動計画に基づき当社及び関係会社の役員・従業員向け

の教育を実施するなど、役員・従業員の法令遵守意識の向上を図

るなどして、コンプライアンス体制を整備・維持しています。

　さらに、法令違反等の早期発見・未然防止のため、コンプライアンス

規程により、コンプライアンス違反等を認知した場合には、直ちに

上司やコンプライアンス担当役員、法務・コンプライアンス推進室

長に報告しなければならないとする「即一報」を規定化していま

す。また、内部通報窓口については、社内としては法務・コンプラ

イアンス推進室長及び経営執行から独立した監査役付に、社外と

しては弁護士及び親会社に設置し、利用促進を図るとともに、通

報時には適切に調査・処置等が行われる体制を整備・運営してい

ます。「即一報」や内部通報窓口については、コンプライアンス

カードの配布等により周知を図っています。

❷ リスク管理
　各事業部門によるリスク管理、コーポレート部門による全社レ

ベルのリスク管理の枠組み構築と各事業部門の支援、内部監査

室による各事業部門・コーポレート部門のリスク管理状況監査と

いう、いわゆる３線ディフェンスの考え方に基づいてリスクを管

理しています。加えて、既存の各部署における内部統制の取り組

みを効率的に運用し、相乗効果を創出するため、2024年度に統

合リスク管理室を新設しました。統合リスク管理室は、当社の親

会社である住友商事が、事業経営の成功・失敗事例から学んでき

た、事業経営に関する知識やノウハウに加え、グループポリシー

などを体系化した「Basic Elements」を活用し、内部統制上の課

題やリスクの見える化を行い、全社戦略を踏まえた優先課題への

対応に係るPDCAサイクルの確立を目指すこととしています。

　コンプライアンス、情報セキュリティ、環境管理、品質、安全衛

生、人権・ダイバーシティといった特定の課題・リスクについては

担当役員を定めて責任を明確化した上で、各担当役員の諮問機

関として各専門委員会を設置しています。各専門委員会は、全社

横断の継続的な活動を通じて各リスクの把握と軽減を図ってい

ます。不測の事態発生時の対応については、社長執行役員を本部

長とする対策本部を設置し、損失の拡大を最小限に止め一刻も

早く収束するための体制をとることとしています。

❸ 業務執行
取締役会を開催し、経営の重要事項を決定するとともに、業務

執行取締役が職務の執行状況を定期的に報告しています。また

取締役会付議基準、役員統括業務分担、事務章程により業務権限

と責任を明確に定め、職務執行の効率化を図るとともに、取締役

会の運営等について適宜見直しを図っています。さらに、経営会

議を定期的に開催し、経営の基本方針並びに重要な経営課題の

執行方針について十分な議論を重ねており、適正かつ迅速な業務

推進体制をとっています。

❹ グループ管理
子会社等の従業員に対する教育を実施し、当社グループの企

業理念・行動規範の子会社等への浸透を図っています。コンプラ

イアンスの取り組み（「即一報」や内部通報制度周知等）やリスク

管理の取り組みについては子会社等に対しても展開し、リスクの

把握・軽減に取り組んでいます。

　また、子会社等の経営については、各社の自主性を尊重しつつ、

子会社等の管理に関する規程に従い、当社への協議・報告制度、

Basic Elements及び年度計画策定時の審議会等を通じて、子会

社等との対話を行うことにより、当社経営方針の徹底を図ってい

ます。業務執行や業績の監督のため、子会社等へ取締役・監査役

を派遣し、内部監査室による監査も定期的に実施しています。

❺ 監査役
　監査役は、取締役会等の重要会議への出席、重要書類の閲覧、

社長執行役員・会計監査人・社外取締役との定期的な意見交換等

により情報収集に努め、実効的な監査を実施しています。また、内

部監査室と緊密な連携を保つことで、適宜、監査結果の報告を受け

ています。

内部統制システム
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取締役

監査役

執行役員

役員一覧（2024年6月28日現在）

代表取締役
社長執行役員

髙橋 秀彰

取締役

日下 貴雄

住友商事株式会社

代表取締役
常務執行役員

山根 正裕

コーポレートマネジメント部門長

取締役

穴田 圭

住友商事株式会社

常任監査役

小山 健
監査役

住友商事株式会社

社外取締役

鶴丸 哲哉

副社長執行役員

板倉 健郎
航空宇宙事業部門長

専務執行役員

速水 利泰
ICT事業部門長

常務執行役員

石丸 正吾
コーポレート戦略部門長、
内部監査、統合リスク管理

常務執行役員

西河 康志
産業機器事業部門長

常務執行役員

矢田 毅
産業機器事業副部門長、
熱マネジメントプロジェクト

常務執行役員

田中 雅彦
オゾン発生装置事業、
MEMS・半導体製造装置事業、
MEMSデバイス・ファンドリ事業

常務執行役員

竹村 充彦
産業用熱交換器事業

常務執行役員

中島 信吾
コーポレートテクノロジー部門長、
経営企画、情報システム

常務執行役員

富田 進
航空宇宙事業副部門長、
航空宇宙事業の技術、
品質保証、熱制御システム

執行役員

南 宏明
ICT開発、慣性システム事業

執行役員

八木 正一
環境・設備管理、研究、
精密油圧機器事業

執行役員

宮本 哲
MEMSデバイス事業

執行役員

松崎 典男
航空宇宙事業の生産企画、
生産、ハイドロ製造

執行役員

大西 正之
航空宇宙事業の調達、営業

執行役員

奥野 寛昭
資材、業務改革推進

商 号

設 立

資本金

住友精密工業株式会社

Sumitomo Precision Products Co., Ltd.

1961（昭和36）年1月

103億11百万円

社長執行役員

従業員

本社所在地

髙橋 秀彰

連結：1,556名  単独：1,180名

〒660-0891 兵庫県尼崎市扶桑町1番10号

会社概要（2024年3月31日現在）

本社・工場

尼崎向島工場

SPP長崎エンジニアリング株式会社
（航空機降着装置の整備・修理・カスタマーサポート）

滋賀工場
名古屋営業所

東京本社

SPPテクノロジーズ株式会社
（MEMS・半導体関連装置の
販売・アフターサービス）

和歌山工場

事業所・工場 ／ 主要関係会社

海外拠点

Sumitomo Precision USA, Inc.
（航空機部品の製造・販売）

SPP Aerospace Service Inc.
（民間航空機向け降着装置等の拡販・
　  カスタマーサポート）

SPP Canada Aircraft, Inc.
（民間航空機向け降着装置の開発）

住友精密工業技術（上海）有限公司
（油圧ポンプ、クーラントポンプの販売）

寧波住精液圧工業有限公司
（油圧部品の製造・販売）

Silicon Sensing Systems Ltd.
（各種産業用センサの製造・販売）

SPT Microtechnologies
USA, Inc.
（半導体製造用熱処理装置等の
 製造・販売・アフターサービス）

主要関係会社

国内拠点

国内・海外拠点／会社概要（2024年3月31日現在）
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